
高齢者等が安心して住み続けられる住まいと暮らしの確保高齢者等が安心して住み続けられる住まいと暮らしの確保

○サービス付き高齢者向け住宅供給促進税制○サービス付き高齢者向け住宅供給促進税制【【所得税・法人税・不動産取得税・固定資産税所得税・法人税・不動産取得税・固定資産税】】

【所得税・法人税】 割増償却 ４０％（耐用年数３５年未満２８％）×５年間

◆サービス付き高齢者向け住宅（仮称）について、H25.3まで以下の特例を適用

【所得税 法人税】 割増償却 ４０％（耐用年数３５年未満２８％） ５年間
床面積要件 ２５㎡／戸 （← ３５㎡以上／戸）

【固定資産税】 ５年間２／３軽減
床面積要件 ３０㎡ ／戸 （← ３５㎡以上／戸）

【不動産取得税】 家屋 戸当たり1,200万円を控除
土地 床面積×２の面積相当分の価額等を減額

㎡ ㎡

＊1 専用部分のみ
＊2 共用部分含む

＊1

＊2

床面積 ３０㎡ ／戸 （← ４０㎡以上／戸） ＊2
部

【固定資産税・不動産取得税の減税額の例】
《モデルケース》

・戸数 ３０戸（戸当たり３０㎡） ・敷地面積：８００㎡ ・戸当たり建設費：９００万円 ・土地取得額：１億円

特例なし 特例あり 本措置による減税額
固定資産税（年間） ２２７万円 ７６万円 １５１万円
不動産取得税（家屋） ４８６万円 ０万円 ４８６万円
不動産取得税（土地） ９０万円 ０万円 ９０万円
合計（初年度） ８０３万円 ７６万円 ７２７万円
合計（５年間） １５８５万円 ３４４万円 １２４１万円

○住宅リフォーム工事費（○住宅リフォーム工事費（バリアフリー）の税額控除バリアフリー）の税額控除【【所得税所得税】】住 リ 事費（住 リ 事費（ リ リ ） 税額控除リ リ ） 税額控除【【所得税所得税】】

◆バリアフリーリフォーム：適用期限をH24.12まで延長

平成 年 万円

標準工事費の１０％を税額控除…最大20万円（平成24年は最大15万円）の税額控除

工事内容 標準工事費

浴室改良 56万円

便所改良 35万円

【対象工事費用の上限】

【バリアフリーリフォーム工事の例】

平成23年 200万円

平成24年 150万円

※このほか、省エネ・耐震リフォームの税制措置を延長等（後掲）

手すり取付け 16万円

段差の解消 14万円

ドアの改良 17万円

滑り防止工事 6万円

合計 143万円

税額控除 14.3万円

１

○バリアフリー認定特定建築物の割増償却○バリアフリー認定特定建築物の割増償却【【所得税・法人税所得税・法人税】】

バリアフリー法の認定を受けた不特定多数の者が利用する建築物等の改修費等について
割増償却（割増償却率10％×５年間）

◆適用期限をH25.3まで延長（床面積50,000㎡未満の建築物に限る。）

（参考）期限を迎えていない主な住宅税制

・住宅リフォーム借入金の税額控除【所得税】：バリアフリーリフォームに係るローン残高の2%等の税額控除［～Ｈ25］
・リフォーム済住宅の税額軽減【固定資産税】：バリアフリーリフォームを実施した場合、固定資産税を軽減［～Ｈ24］

等



環境に優しい住宅・建築物の整備環境に優しい住宅・建築物の整備

標準工事費の１０％を税額控除…最大２０万円の税額控除

○住宅リフォーム工事費（○住宅リフォーム工事費（省エネ）の税額控除省エネ）の税額控除【【所得税所得税】】

◆省エネリフォーム：適用期限をH24.12まで延長

天井の改修

【省エネリフォームのイメージ】

太陽光発電

【対象工事費用の上限】

省エネ

太陽光発電設置

床の改修

外壁の改修
全居室

（必須要件

全居室の全ての
窓の交換：
二重ｻｯｼ
又は

複層ｶﾞﾗｽ
（必須要件）

陽光発電
の設置

平成23年 200万円 300万円

平成24年 200万円 300万円

工事内容 標準工事費

内窓の新設 93万円

【省エネリフォーム工事の例】

※住宅エコポイントや補助金等の支給額を対象工事費用か
ら控除

※このほか、バリアフリー・耐震リフォームの税制措置を延長等
（耐震リフォームは後掲）

内窓の新設 93万円

天井の断熱工事 29万円

床の断熱工事 46万円

合計 168万円

税額控除 16.8万円

注）首都圏における標準工事費、平均床面積等を使用

○グリーン投資減税○グリーン投資減税【【所得税・法人税所得税・法人税】】

対象設備を取得し１年以内に事業の用に供した場合､以下の特例（選択制､H26.3まで）

① 取得価額の３０％相当額の特別償却
② 取得価額の７％相当額の税額控除 （中小企業者等のみ）

（建築物に係る省 ネ ギ 設備）

【対象】 以下の設備を全て同時に設置

①高効率空気調和設備 ②照明設備
③高効率換気設備 ④高断熱窓設備

②高効率空気
調和設備

④照明設備

【エネルギー使用合理化設備のイメージ】◆エネルギー使用合理化設備

② 高効率空気調和設備

④ 照明設備③ 高効率機械換気設備

① 高断熱窓設備

（建築物に係る省エネルギー設備）

ＥＶ

人感
センサ

【要件】 それぞれの設備が現行省エネ基準を２５％上回ること

③高効率機械
換気設備

①高断熱
窓設備

【対象】 ビルエネルギー管理システム

（ a.測定装置 b.中継装置 c.ｱｸﾁｭｴｰﾀｰ d.可変風量制御装置
e.ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ f.電子計算機 により構成 ）

【要件】 省エネルギ 効率が全体で５％改善すること

◆エネルギー使用制御設備

・住宅リフォーム借入金の税額控除【所得税】：省エネリフォームに係るローン残高の２％等の税額控除［～Ｈ25］
・リフォーム済住宅の税額軽減【固定資産税】：省エネリフォームを実施した場合、固定資産税を軽減等［～Ｈ24］

【要件】 省エネルギー効率が全体で５％改善すること

（参考）期限を迎えていない主な住宅税制



中古・リフォームの推進中古・リフォームの推進

○住宅リフォーム工事費（○住宅リフォーム工事費（省エネ、バリアフリー、耐震）の税額控除省エネ、バリアフリー、耐震）の税額控除【【所得税所得税】】（一部再掲）（一部再掲）

標準工事費の１０％を税額控除…最大２０万円の税額控除

◆省エネ・バリアフリーリフォーム：適用期限をH24.12まで延長

省エネ
バリアフリー

太陽光発電設置

【対象工事費用の上限】

平成23年 200万円 300万円 200万円

平成24年 200万円 300万円 150万円

※住宅エコポイントや補助金等の支給額を対象工事費用

◆耐震リフォーム：全国に適用拡大 （従前は、都道府県耐震改修計画等の区域に限定）

【対象工事費用の上限（今回改正なし）】

から控除
平成23～25年 200万円

工事内容 標準工事費

耐力壁補強工事 156万円

梁組補強工事 15万円

基礎補強工事 10万円

【耐震改修工事の例】

【耐震改修工事のイメージ】

基礎補強

耐力壁
補強

筋交い

○住宅用家屋の所有権保存登記等に係る軽減措置○住宅用家屋の所有権保存登記等に係る軽減措置【【登録免許税登録免許税】】

基礎補強工事 10万円

合計 181万円

税額控除 18.1万円

補強

合板

○住宅用家屋の所有権保存登記等に係る軽減措置○住宅用家屋の所有権保存登記等に係る軽減措置【【登録免許税登録免許税】】

・所有権移転登記（本則 2.0％→0.3％）

・抵当権設定登記（本則 0.4％→0.1％）

◆以下の特例について、適用期限をH25.3まで延長

3万円（移転2万円、抵当権1万円）

←13万円の軽減

＜中古住宅の場合＞
登録免許税（移転・抵当権設定）に係る税負担（例）

【登録免許税負担のモデルケース】

・所有権保存登記（本則 0.4％→ 0.15％） ＜新築住宅の場合＞
登録免許税（保存・抵当権設定）に係る税負担（例）

3万円（保存1万円、抵当権2万円）

←8万円の軽減

（参考）期限を迎えていない主な住宅税制

・住宅リフォーム借入金の税額控除【所得税】：省エネ、バリアフリーリフォームのローンに係る税額控除［～Ｈ25］
・リフォーム済住宅の税額軽減【固定資産税】：省エネ、バリアフリー、耐震リフォーム済住宅に係る軽減［～Ｈ24､Ｈ27］
・住宅ローン減税【所得税】：中古住宅、リフォームに係るローンにも適用［～Ｈ25］
・居住用財産の買換特例【所得税】：住替え時の譲渡益の課税繰延等［～Ｈ23］ 等

（参考）期限を迎えて な 主な住宅税制



無理のない負担での住宅の確保無理のない負担での住宅の確保

○住宅取得等資金に係る贈与税の非課税措置○住宅取得等資金に係る贈与税の非課税措置【【贈与税贈与税】】

◆20歳以上の者が直系尊属から住宅取得等資金に充てるための贈与を受けた場合、1000万円
まで非課税とする措置について、本措置の対象となる資金の使途を拡充

【現行】 【改正後】

［関連税制］贈与税の制度改正

◆暦年課税（税率構造の改正）
暦年課税の場合 相続時精算課税の場合

◎本措置の対象となる「土地」の範囲
①建売住宅、分譲マンション等の土地
②住宅の新築請負契約を一体的に行う土地売買契約で取得する土地
③住宅の新築請負契約の締結を条件に取得した土地

平成24年3月15日までに住宅の

新築等を行う場合、①～③に該当
するもの以外であっても、土地の
取得を本措置の対象とする。

【現行】 【改正後】

◆暦年課税（税率構造 改 ）

現行
改正後
（本則）

改正後
（直系尊属）

0～200万円 10% 10% 10%
200～300万円 15% 15%

15%
300～400万円 20% 20%
400～600万円 30% 30% 20%
600～1000万円 40% 40% 30%
1000～1500万円 45% 40%
1500～3000万円 50% 45%

1,610万円
受贈者所得制限

（2,000万円）

平成22年

1,110万円
受贈者所得制限
（2,000万円）

平成23年

4,000万円
受贈者所得制限

（2,000万円）

平成22年

3,500万円
受贈者所得制限
（2,000万円）

平成23年

非課税枠
1,500万円 非課税枠

1,000万円

◆相続時精算課税（選択できる場合の拡大）
＜受贈者＞
［現行］20歳以上の → ［改正後］20歳以上の

推定相続人 推定相続人／孫

50%
1500～3000万円 50% 45%
3000～4500万円

55%
50%

4500万円超 55%非課税枠
1,500万円 非課税枠

1,000万円

基礎控除 110万円

精算課税
（一般枠）
2,500万円

精算課税
（一般枠）
2,500万円

○新築住宅に係る減額措置○新築住宅に係る減額措置【【固定資産税固定資産税】】

［平成23年度税制改正大綱］
新築住宅等に係る固定資産税の減額措置については、住宅をめぐる状況が地域によって様々
であることを踏まえつつ、優良な住宅ストック重視の観点から、平成24年度税制改正までに真摯
に議論し、結論を得ます。

○一般住宅に係る固定資産税の減額 （昭和27年度通達運用開始、39年度法制化）

戸建て：３年間（中高層住宅：５年間） 税額１／２減額 （１．４％ → ０．７％）

○バリアフリー・省エネリフォームに係る固定資産税の減額 ：翌年度分 税額の１／３を減額

○長期優良住宅に係る固定資産税の減額

戸建て：５年間（中高層住宅：７年間） 税額１／２減額 （１．４％ → ０．７％） 等

○住宅用家屋の所有権保存登記等に係る軽減措置○住宅用家屋の所有権保存登記等に係る軽減措置【【登録免許税登録免許税】】（再掲）（再掲）

契約金額 本則税額 軽減税額 契約金額 本則税額 軽減税額
1000万～5000万 2万円 1.5万円 5億円～10億円 20万円 18万円
5000万～1億円 6万円 4 5万円 10億円～50億円 40万円 36万円

［関連税制］［関連税制］
○工事請負契約書及び不動産譲渡契約書に係る印紙税の特例措置○工事請負契約書及び不動産譲渡契約書に係る印紙税の特例措置【【印紙税印紙税】】（H25.3まで延長）

5000万～1億円 6万円 4.5万円 10億円～50億円 40万円 36万円
1億円～5億円 10万円 8万円 50億円～ 60万円 54万円

・住宅ローン減税【所得税】：ローン残高の１％等の税額控除［～H25］
・新築住宅に係る課税標準の特例【不動産取得税】：課税標準から１２００万円を控除
・家賃の消費税非課税 等

（参考）期限を迎えていない主な住宅税制



住宅・建築物の安全・安心の確保住宅・建築物の安全・安心の確保

○防災街区整備事業に係る事業用資産の買換特例○防災街区整備事業に係る事業用資産の買換特例【【所得税・法人税所得税・法人税】】

○防災街区整備事業の従前権利者向け防災施設建築物に係る軽減○防災街区整備事業の従前権利者向け防災施設建築物に係る軽減【【固定資産税固定資産税】】

◆以下の特例について 適用期限を延長

【所得税・法人税】地区外の者が、防災街区整備事業によって建築された建築物（保留床）を取得
した場合、事業用資産の買換えについて80％の課税繰延べ（H26.3まで延長）

【固定資産税】従前権利者に対して与えられる防災街区整備事業によって建築された建築物
（権利床）について、固定資産税を軽減（当初５年間１／２→１／３）（H25.3まで延長）

◆以下の特例について、適用期限を延長

共同化による防災性の向上【防災街区整備事業のイメージ】

種地種地

事業後事業前
（耐火又は準耐火建築物）

近隣地域から 転

別事業の種地として活用

保留床

転入
権利床

事業用資産の
買換特例

【防災街区整備事業 イ ジ】

権利変換

（耐火又は準耐火建築物）
個別利用区

近隣地域からの転入
（含み益への課税）

（譲渡益－保留床価格×80%）×（税率）
（参考） 本特例がない場合 （譲渡益）×（税率）

（一般住宅の場合）５年間１／２
↓

（本措置適用の場合）５年間１／３

固定資産税の
軽減

○認定建替計画に係る事業用資産の買換特例○認定建替計画に係る事業用資産の買換特例【【所得税・法人税所得税・法人税】】

◆認定建替計画に係る買換特例を廃止 → 長期所有資産の買換特例は存続

（参考）長期所有資産の買換特例
・所有期間が１０年を超える国内の土地等から他の土地等への買換えについて、80％の課税繰延

○住宅リフォーム工事費（○住宅リフォーム工事費（耐震）の税額控除耐震）の税額控除【【所得税所得税】】（再掲）（再掲）

市場のイノベーション市場のイノベーション

○研究開発税制○研究開発税制【【所得税・法人税所得税・法人税】】

税
額

法
人「高水準型」「増加型」

上
乗

７

「総額型「総額型 控除額 験 究費 総額 注 税
法
人（本

控除額＝試験研究費の増加額×５％
増加額＝前３ｶ年度の平均試験

研究費からの増加額
○前2ｶ年度より当該年度の試験研究費

が増えていることが条件

額
控
除
額
は
、

人
税
額
×
10
％
ま
で

（
控
除
限
度
額
）

選択

高水準型」増加型」乗
せ(

時
限
措
置)

控除額＝
売上高の10％を超える試験研究

費の額 × 控除率
○控除率＝
(試験研究費／売上高－0.1)×0.2

「総額型「総額型」」

（注）中小企業及び産学官連携は、一律１２％

控除額＝試験研究費の総額×８～１０％（注） 税
額
控
除
額
は
、

人
税
額
×
20
％
ま
で

控
除
限
度
額※

）
※ 控除限度額を超過した場合、超過部分については、翌年度まで繰越し可能。

本
体
（
恒
久
措
置
）

８％＋ ％ ×０．２
売上高

試験研究費

【適用期限：総額型；恒久措置、上乗せ部分；Ｈ２３年度末】


